
雲南市告示 第249号

雲南市長　　石飛　厚志

　当工事は、事後審査型一般競争入札により入札を執行する。なお、最低制限価格は設定しない。

１　担当部局

２　入札に付する事項

３　入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）

格付点数等
経営事項審査Ｐ点について、特別共同企業体構成員のうち代表者は８５０点以上であるこ
と。

許可区分 特別共同企業体構成員のうち代表者は特定建設業許可を要する。

低入札調査基準価格 設ける

　平成３１・３２（～令和３）年度雲南市建設工事有資格者名簿に登載され、かつ、次に掲げる条件をすべて
満足すること。

参加資格業種 管工事

営業所所在地
及び特別共同
企業体結成の
条件

雲南市内に本社または入札・契約に関する権限を委任された営業所を有する者２社からな
る特別共同企業体

出資条件

工事概要
鉄骨造　平屋建て
延床面積　855.13㎡
上記に伴う管工事　１式

予定工期 令和4年3月18日

予定価格（税抜）
¥46,690,000-

（入札書比較価格）

　下記のとおり一般競争入札を行うので、雲南市契約規則（平成１９年雲南市規則第３号。以下「契約規則」
という。）第５条に基づき公告する。

令和3年5月27日

記

工事名 加茂交流センター整備事業　加茂交流センター建設工事（機械設備）

工事場所 雲南市加茂町加茂中地内

加茂総合センター自治振興課

構成員の出資比率の最小限度は30％とする。

特別共同企業
体の有効期限

認定の日から当該工事の完成後12ヶ月を経過した日までとする。ただし、落札業者以外の
者にあっては、当該工事の契約が締結された日までとする。

現場専任

下記の条件を満たす監理技術者及び主任技術者（以下「配置技術者」と
いう。）を本体工事に専任で配置できること。なお、代表者は監理技術者
を、他の構成員は主任技術者を本件工事に専任で配置できること。
※本件工事に配置する技術者は、競争参加資格確認申請日以前3カ月
以上の雇用関係を必要とする。

施行実績等
２社のうち１社は、平成２３年４月１日以降、島根県東部において同種の公共工事として建
築工事付随の管工事、２，５００万円以上、竣工済の施工実績があること。



４　競争参加資格の確認

（１）提出する書類

申請書の内容

ア　特別共同企業体入札参加資格審査申請書（JV様式第１号）

イ　特別共同企業体協定書（JV様式第２号）

ウ　特別共同企業体経営事項審査表（JV様式第４号）

ク　経営事項審査結果通知書

エ　委任状（JV様式第５号）

オ　同種の工事施工実績調書（一般様式第2号）

カ　配置予定の技術者調書（一般様式第3号）

キ　業態調書（一般様式第4号）（該当が無い場合は、その旨を記載すること。）

　その他上記と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。

　入札参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）を、電子調達システムを通じ
て提出しなければならない。期限までに申請書を提出しない者は、本件工事の入札に参加することができな
い。

その他

ア　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

イ　雲南市における市税の滞納がない者であること。

ウ　公告の日から競争参加資格確認の日までの間に、国、雲南市及び他の地方公共団体
のいずれからも指名停止処分を受けていないこと。

○人的関係

　④　代表権を有する役員が設計受託者の代表権を有する役員を兼ねていないこと。

　以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が更正会社
又は再生手続中の会社である場合は除く。

　①　一方の会社の役員が、他方の会社役員を現に兼ねている場合

　②　一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

○その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

監理技術者　1名
資格等

（代表者） １級管工事施工管理技士の資格を有し、かつ、監理技術者講習を受けて
いる者

　③　本件工事に係る設計業務の受託社（株式会社小草建築設計事務所。以下「設計受託
者」という。）の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有していないこと及び出資総
額の100分の50を超える出資をしていないこと。

エ　入札に参加しようとする(競争参加資格確認申請書の提出)者の間に以下の基準のい
ずれかに該当する関係がないこと。

○資本関係

　以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更正会社
又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

　①　親会社と子会社の関係にある場合

　②　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

落札後において、配置予定技術者の専任配置ができないことが明らかに
なったときは、契約前であれば契約を締結しない場合がある。また、契約
後であれば契約を解除する場合がある。

配置技術者 主任技術者　1名

他１社には管工事の主任技術者になり得る国家資格を有する技術者

資格等
（代表者以外の

構成員）

配置技術者の
変更

落札後、工事の施工にあたって、競争参加資格確認申請に提出した配置
技術者を変更できるのは、病休、死亡又は退職等の極めて特別な場合に
限る。

契約解除等



（２）申請書類の様式の入手方法及び提出期限

　雲南市のホームページ（http://www.city.unnan.shimane.jp）からダウンロードすること。

（３）確認審査

５　設計図書等の閲覧

６　設計図書等に関する質問

までに入札情報サービス（PPI）に掲載します。

７　競争入札の日時

～

　※当日の開札案件数により、開札予定時刻が遅れる場合があります。

８　入札方法、条件等

①

②

③

④

⑤

⑥

９　入札の辞退

①

②

③

入札に際し、工事費内訳書を提出すること。なお、内訳書の作成にあたっては設計図書の工事数量総
括表記載の全項目について金額を記載し、一括値引きはしないこと。また、内訳書の金額は入札書に記
載する金額と合致すること。

入札回数は、1回とする。

入札保証金は免除する。

入札書提出期限までは、いつでも入札を辞退することができる。ただし、「３．その他」の条件を満たして
いない場合は辞退を待たずに無効とする。

入札書を提出した後の辞退は認めない。

入札を辞退する者は電子調達システムにより、入札書提出期限までに手続きを行うこと。

開札 令和3年6月22日 9時00分

郵便による入札は認めない。

一度提出された入札書等の書換え、引換え又は撤回は認めない。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金
額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望
金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

回答

　競争入札は電子調達システムを通じて執行するものとする。

入札 令和3年6月18日 9時00分 令和3年6月21日 17時00分

令和3年6月15日 17時00分

　設計図書等に関する質疑回答は電子調達システムを通じて行うものとする。

区分 設計図書

提出期限 令和3年6月7日 17時00分

　配置予定の技術者については、資格が確認できる資格者証等の写し、及び技術者と申請者との雇用関係
が確認できるもの（健康保険証の写し等）を添付すること。なお、健康保険証の写しは不要な部分を消すこ
と。

提出期限

　競争参加資格の確認審査は、開札後に落札者を決定するために必要と認める範囲の者を対象として行
い、結果を通知する。その他の者については審査及び結果の通知を行わない。

閲覧期間 告示日から入札日の前日まで（土曜、日曜及び祝日を除く）

閲覧方法 島根県電子調達共同利用システム （入札情報サービス）よりダウンロード

令和3年6月17日 17時00分

　資料に記載した施工実績の記載内容を証明するCORINSの工事カルテ（CORINSの登録がない場合は、契
約書の写し等、発注者が発行する証明書）を添付すること。



１０　入札の無効

　次の入札は無効とする。

①

②

③

④

⑤

⑥

１１　落札者の決定方法

　最低入札者から順に競争参加資格審査を行い、落札者を決定する。

１２　競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明

１３　支払い条件

　前金払い 各会計年度の出来高予定額の100分の40以内

　部分払い 各会計年度 2 回以内

　※落札者が中間前金払い又は部分払いを契約締結時に選択する。（契約後の変更は不可）

１４　契約保証金

１５　低入落札者との契約に係る契約保証金及び前払い金

①

②

③

④

⑤

　低入札落札者が本件工事入札時点において低入札価格調査を受けた工事を施工中である場合、又は入
札日から起算して過去1年以内に低入札価格調査を受けた者と契約する場合は、契約規則の規定に関わら
ず契約保証金は10分の3以上とし、前払金を請求できる金額は、2分の1を減額するものとする。

　雲南市契約規則に定めるところによる。

　契約金額の１００分の１０以上。

入札に関する条件（本件公告文及び雲南市契約規則、雲南市入札執行要領等参照）に違反した入札

入札の時点までに指名停止措置要綱に基づく指名停止を受けた者のした入札

特別共同企業体と当該共同企業体の構成員である者とが同一工事の競争に参加し、応札した場合、そ
の両者の行った入札

その他入札の時点において競争参加資格のない者のした入札

　競争参加資格がないと認められた者は、理由の説明を求めることができる。説明を求める者は、競争参加
資格審査の結果を受け取った日の翌日から７日以内に、書面を総務部管財課へ持参して提出しなければな
らない。説明を求めた者に対しては、書面が提出された日の翌日から７日以内に書面により回答する。

その他詳細不明の点については、総務部管財課に照会すること。

入札の執行にあたり、不正の入札が行われるおそれがあると認められるとき、又は天災地変その他や
むを得ない事由が生じたときは、入札を取りやめ、又は入札期日を延期することがある。

公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者のした入札

落札決定後、契約締結までの間に落札者が入札参加の資格制限又は指名停止を受けた場合は契約を
締結しない。

本件工事に配置する技術者は、競争参加資格確認申請日以前３ヶ月以上の雇用関係を必要とする。な
お、落札後において、配置予定技術者の配置ができないことが明らかとなったときは、契約前であれば
契約を締結しない場合がある。また、契約後であれば契約を解除する場合がある。

申請書又は資料に虚偽の記載をした場合は、指名停止措置要綱に基づく指名停止を行うことがある。

虚偽の申請を行った者のした入札

１６　その他


